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要旨． 
　本稿は、2019年８月に刊行された日本中小企業学会論集の第38号に査読受理された投稿論文の補足で
ある。文字数制限の関係上、最小限の説明に留まっている「資源の依存性を決定する要因」（J.Pfeffer and 
G.R.Salancik［1978］，pp.46－51.）の概説、および、概説に基づく解釈をしている。
　該当している箇所は、松下幸生［2019］，pp.130－143.における、「２－２．資源の依存性を決定する要因
にもとづく解釈．」（pp.132－134.）、および、「２－３．中小の製品メーカーの位置づけ．」（pp.134－135.）で
ある。前者については、「資源の依存性を決定する要因」を原著に基づき概説したうえで、中小の製品メ
ーカーと発注側企業（組織間）を対象に適用したかたちで解釈をしている。後者については、中小の製品
メーカーにおける対価の獲得、および、発注側企業からの依存性（組織間の依存性）に係る解釈を詳述し
ている。なお、拙稿を既に読まれているならば、２章以降をお読み頂きたい。
キーワード：資源依存論、中小企業論、中小の製品メーカー、優位性の獲得、外注取引関係。
第１章．「中小の製品メーカーにおける優位性」の概要と補足するべき内容．
第１節．論文の構成と概要．
日本中小企業学会論集38号に掲載されている拙稿の結論は、「外注取引関係にない注文生産をしている
製品メーカーにおける優位性の獲得は「資源の依存性を決定する要因」を拠りどころに、下請制研究を意
識したかたちで解釈可能だと確認できた」（松下幸生［2019］，p.140.）ことである。
この論文における狙いの１つは、優れた新製品の試作・開発を試みようとしている（または、果たして
いる）中小の製品メーカーが、利益を極大化させるために、複数の選択肢のなかからどのように経営資源
を組み合わせるべきかを検討するためのツール作りである。それを果たすために、理論的な筋道を明確に
するよう努めている。注意するべき課題も多く取組みも端緒についたばかりなので、松下［2019］では、
考察対象を外注取引関係にない注文生産をしている中小の製品メーカーと発注側企業（発注側組織）に限
定している。
特徴は３点ある。１点目は、製品とその製品に関わりのあるサービスの総体を考察対象にしていること
である。なぜならば、日本の中小の製品メーカーは、より良いものをより安く製造することのみを考えて
いるとは限らず、「有形の製品を核にした無形のもの」（1）（松下［2019］，p.132.）との総体で利益を積み上
げていると考えているためである。
２点目は、製品メーカーを２種類に分けたことである。２種類とは、「外注取引関係にない注文生産を
している」（2）製品メーカー、および、「外注取引関係にある注文生産をしている」（3）製品メーカーである。
２種類に分ける理由は、日本の元請企業と下請企業との取引関係を対象にした先行研究において記されて
松下／資源の依存性を決定する要因にもとづく解釈―中小の製品メーカーを対象に―
－ 93 －
いる事象を俯瞰すると、現時点でこれらを同一視するべきではないと考えたためである。但し、２つの異
なる体系の理論を混在した解釈をしないよう努めている点に留意されたい。
３点目は、先述した２点を踏まえケーススタディーをつうじた検討をしていることである。
松下［2019］における章節構成は、図表１のとおりである。
図表１．章節タイトル．
章節番号 章節タイトル 頁
１． 問題意識． 130
２． 先行研究の整理と考察の余地．
　－１． 有形の製品を核にした無形のものを対象にしている調査報告書の整理． 131
　－２． 資源の依存性を決定する要因にもとづく解釈． 132
　－３． 中小の製品メーカーの位置づけ． 134
３． 考察対象企業の条件． 135
４． ケーススタディー．
　－１． Ａ社（精密ダイカスト部品メーカー。製造機械メーカー）． 135
　－２． Ｂ社（樹脂加工機械メーカー）． 136
　－３． Ｃ社（油圧ジャッキメーカー。板金加工）． 138
５． 考察． 140
結論と課題． 141
注）出所の章節タイトルを抽出している。
（出所）　松下［2019］，pp.130－143.に基づき筆者作成．
「１．問題意識」では、将来的に優位性を得ようと模索をし始める中小の製品メーカーにとって、いか
なるかたちで経営資源を投入するべきか、議論を深める意義を指摘している。ただし、対象となる中小の
製品メーカーの顧客は原則的に企業、または、組織であり、個人ではない。顧客（中小の製品メーカーに
発注する企業、または、組織）にとって、利益の増大や損害の減少に寄与する製品やサービスを提供して
いる製品メーカー、または、購入せざるを得ない製品やサービスを提供している製品メーカーに注目をし
ている。「利益の増大」の例として、要件を満たすかたちの更なるコスト低減（加工機械やシステムの導
入をつうじた高精度の加工の実現、発注を決定するまでの期間短縮、発注から納品までのリード・タイム
の短縮）が挙げられる。また、「損害の減少」の例として、製品そのものに損害を減少させる性質を有し
ていること、納品後の障害発生時の対応、アフター・サービスが挙げられる。「購入せざるを得ない製品
１　松下［2019］，p.131.において明記していないが、「有形の製品」とは文字どおり製品そのものを意味している。「無形のもの」
とは「売買の可能な知的財、さまざまなサービスと広く捉える。なお、知的財については、港徹雄［2009］，p.95.に記さ
れているとおり、「利用の非排他性」や「取引の非可逆性」などによって機会主義的行動が誘発し易いこと。質的評価の
困難さを伴う性質を有しているとの考えに準ずる。なお、売買の著しく困難なものは、本論の考察対象から敢えて除外
する」（松下［2019］，p.142.）。
２　「外注取引関係にない注文生産をしている」とは、「注文を受ける企業（製品メーカー）の主体的な企画開発をつうじて製
品を製造している」（松下［2019］，p.134.）企業である。なお、「外注取引関係にある注文生産をしている」という用語の
使用に至る背景は松下［2019］，p.142. 注10に記したとおりである。また、直接的に繋がらない一文ながら強く意識してい
る文章として、「この限りでは、完成品メーカー間の競争と類似しているが、両者には、自社による製品の企画・設計に
もとづく生産か、受注先の仕様にもとづく生産かで決定的な差異が存在している。」（渡辺幸男［1983b］，p.642.）がある。
３　「外注取引関係にある注文生産をしている」とは、「注文を発する企業（発注側企業）の主体的な企画開発をつうじて製
品を製造している」（松下［2019］，p.134.）企業である。
山形県立米沢女子短期大学紀要　第55号
－ 94 －
やサービス」の例として、特許、ライセンス供与といった知的財産権で保護された製法、製品を背景に、
顧客よりも優位な立場に位置している特定の製品メーカーが挙げられる。
「２．先行研究の整理と考察の余地」では、「資源の依存性を決定する要因」（J.Pfeffer and G.R.Salancik
［1978］，pp.46－51.）という視座に立ち考察を展開すること、および、問題意識において抽象的に使用して
いる「中小の製品メーカー」という用語を適切に位置づけている（考察対象を「外注取引関係にない注文
生産をしている企業」（松下［2019］，pp.134－135.）に絞り込んでいる）。
「２－１．有形の製品を核にした無形のものを対象にしている調査報告書の整理」では、主として中小
の製品メーカーの優位性に触れている最近の調査報告書を整理している。そのうえで、有形の製品と無形
のものとの総体でいかなる優位性を獲得するかを扱うにあたり、部品メーカーと製品メーカーとで差異の
ある行動を志向する視点が考えられると指摘をしている。
「２－２．資源の依存性を決定する要因にもとづく解釈」では、同程度の有形の製品を提供しているに
も関わらず、製品メーカー間で生じる差異を解釈できそうな理論として、「資源の依存性を決定する要因」
（J.Pfeffer and G.R.Salancik．1978，pp.46－51）を適用している。この理論は、組織間における依存性の決定
要因を論じており、３つの要因によって説明されている。ここでいう「組織間」とは、本論の趣旨を踏ま
えると、中小の製品メーカーと製品メーカーに発注をしている企業（発注側企業）と位置づけられる。また、
３つの要因とは、資源の重要性、資源配分と使用に関する裁量、資源管理の集中である。そして、それぞ
れの高低の組合せによって依存性が決定される。ただし、ここまでの解釈だと、この理論を中小の製品メ
ーカーに適用して分析をする際に、発注側企業の依存性の高い企業とそうでない企業とを分離することは
困難である。たとえば、製品メーカーの裁量は、営業活動や受注の時点から大きいケース、または、発注
側企業に大きく偏っており極めて少ないケースの混在している状態まで幅広く存在しており、製品メーカ
ーだからといって画一的に大きい裁量を有しているとは言い難い。確かに、製品そのものを作るという行
為に限れば製品メーカー、部品メーカー問わず裁量は大きいであろう。しかしながら、「資源配分と使用
に関する裁量」は、モノを造るまでの行為に留まらず、所有、アクセス、制御機構の構築、所有権と幅広
い行為を対象にしている。それゆえに、この捉え方だと製品メーカーを画一的な存在として解釈をすすめ
ることになるとの課題を提起している（4）。とりわけ、「所有」ついての解釈は文字数制限の関係上、物的
な物と知識・情報とで差異を有する旨の記述に留めざるを得なかった。それゆえに、下請制研究を意識し
た検討をつうじて、分離困難な状態の解消を次節で試みている。
「２－３．中小の製品メーカーの位置づけ」では、発注側企業との関係性をみると、２種類存在してい
ると述べている。それぞれ、「注文を受ける企業（製品メーカー）の主体的な企画開発をつうじて製品を
製造している企業」（松下［2019］，p.134.）と「注文を発する企業（発注側企業）の主体的な企画開発を
つうじて製品を製造している企業」（松下［2019］，p.134.）である（5）。双方の大きな相違点は、発注側企
業から受ける影響の程度にある。本論の目的のひとつは、特定の中小の製品メーカーが新たな経営展開を
図る際に、顧客（発注側企業）の依存性をいかなるかたちで高めるかにある。それゆえに、「注文を受け
る企業（製品メーカー）の主体的な企画開発をつうじて製品を製造している企業」を意味する「外注取引
関係にない注文生産」をしている製品メーカーに絞り込み考察を進める旨を述べている（6）。
「３．考察対象企業の条件」では、「１．問題意識」と「２．先行研究の整理と考察の余地」を踏まえて、
調査対象企業の条件設定をしている。調査対象企業の条件は３点ある。第１点目は、有形の製品を核に無
形のもので対価を獲得していることである（問題意識参照）。第２点目は、製品メーカーに対して発注側
４　製品メーカーを画一的に捉えることになるとの課題については、２－３において検討をしている。
５　これらの用語は、松下［2019］， p.142.の注10に記しているとおり、東部部会報告における質疑をつうじて指導して頂いた
ものであり、検討を経て使用している。指導して頂いた先生の意図を反映していない可能性を有するために、責任は筆者
に帰することを申し添える。脚注２参照。
６　松下［2019］， pp.134-135.において、この旨を記している。
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企業の依存性を高める仕組みを構築していることである（２－２参照）。第３点目は、外注取引関係にな
い注文生産をしている中小の製品メーカーに位置していることである（２－３参照）。
「４．ケーススタディー」では、「３．考察対象企業の条件」を満たしている異なる３社の企業へのヒア
リング調査結果を記している。大まかな展開は、企業概要、強み、対価の獲得の概要、無形のものの優位
性、３つの要因（資源の重要性、資源配分と使用に関する裁量、資源管理の集中）の判別である。
「５．考察」では、外注取引関係にない注文生産をしている製品メーカーにおける優位性の獲得は「資
源の依存性を決定する要因」を拠りどころに、下請制研究を意識したかたちで解釈可能だと確認できた旨
を述べている。これに伴って、たとえ同程度の製品製造をしていたとしても、企業を顧客としている外注
取引関係にない注文生産をしている製品メーカー間の差異が、発注側企業の資源の依存性の観点から説明
可能だと述べている。
「結論と課題」では、２点主張している。１点目は、中小の製品メーカーにおける優位性の獲得は、「資
源の依存性を決定する要因」を拠りどころに解釈可能だと明らかにしたことである。２点目は、中小の製
品メーカーに対して、発注企業（主に大企業）からの依存性を高めるか否かを検討する方法を提示したこ
とである。
第２節．本論で補足する内容．
前節において、松下 ［2019］，pp.130－143.の概要を述べたが、本節では字数制限の都合上、記述し切れ
なかった内容について述べる。
記述し切れなかった内容は、大きく２点ある。
１点目は、「資源の依存性を決定する要因」（J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］，pp.46－51.）を原著に基
づき説明したうえで、中小の製品メーカーと発注側企業（組織間）を対象に適用すること（本論２章）で
ある。これに相当する箇所は、松下［2019］，p.132.、および、松下［2019］，p.142.の注７であり、数行の
記述に留まっている。「資源の重要性」、「資源配分と使用に関する裁量」、「資源管理の集中」という３つ
の要因に敢えて注目をしている理由がある。詳細は本論の２章、３章に譲るが、「資源の重要性」におい
て「偶発的に生じた事象に対して、投入活動や産出活動を続ける際に求められる経営資源の程度」（本論
２章１節）の一部たる障害発生時の解決手段（３章１節図表３のⅱ））に注目をしていること、および、「資
源配分と使用に関する裁量」において「所有権」（２章２節）の一部たる知的財産権等使用料にかかる所
有権（３章１節図表３のⅳ））に注目をしていることである。
図表２．製品メーカーにおける対価の獲得、および、発注企業からの依存性．
対価
得難い 期待できる
資源の重要性 低 高
資源配分と使用に関する裁量 低 高
資源管理の集中 低 高
　　　（出所）J. Pfeffer. and G.R.Salancik［1978］，pp.46－51.を基盤に筆者作成．
 
　２点目は、中小の製品メーカーにおける対価の獲得、および、発注側企業からの依存性（組織間の依存
性）に係る解釈を詳述することである（本論３章）。この解釈に相当する箇所は松下［2019］，pp.132－133.
において、次のように記している。
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　本節では、中小の製品メーカーにおける優位性の獲得に際して、有形の製品を核にした無形のもの
を対象に、いかなる理論を拠りどころにするかを述べる。同程度の有形の製品を提供しているにも
関わらず、製品メーカー同士の差異を解釈できそうな理論として、「資源の依存性を決定する要因」
（J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］，pp.46－51.）がある。組織間における依存性の決定要因を論じた理
論であり、３つの要因によって説明されている。
　ここでいう「組織間」とは、本論の趣旨を踏まえると、中小の製品メーカーと製品メーカーに発注
をしている企業（発注企業）と位置づけられる。また、３つの要因とは、資源の重要性、資源配分と
使用に関する裁量、資源管理の集中であり、それぞれの高低の組合せによって依存性が決定される。
　この理論に則して述べるならば、中小の製品メーカーと発注企業との組織間における依存性とは、
製品メーカーへの高い依存度（資源の重要性）、製品メーカーの高い裁量（資源配分と使用に関する
裁量）、激しくない競争（発注企業を選べる状態）、または、資源統御の所有者たる製品メーカーに発
注企業の集中する仕組み（資源管理の集中）の組合せによって決定される。いずれの要因も極端な状
態ならば、製品メーカーへの依存性が高いと解釈できよう。これらを踏まえて、製品メーカーとそこ
への発注企業との関係性を想像すると、製品メーカーにおける有形の製品を核にした無形のもので対
価を得難い状態、および、対価を獲得できる状態は、図表２のとおり表わせよう。
この結果、同程度の製品製造をしているにも関わらず生じうる製品メーカーごとの差異を、発注側企業
からの依存性という観点から論ずることが可能だと述べている。しかしながら、３つの要因（資源の重要
性、資源配分と使用に関する裁量、資源管理の集中）の高低をいかなるかたちで測るのかについては、全
く言及していない。それゆえに、文字数制限の都合上、言及できなかったことを図表３－１、図表３－２
に基づき解釈する（３章２節）。
２章．資源の依存性を決定する要因．
１節．資源の重要性．
松下幸生［2019］では、「資源の重要性」を、特定の取引相手に他の組織が依存する程度と記し、交換
の相対的規模、および、投入や産出時における重要性の程度として観察できると述べている（7）。
J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］によると、資源の重要性については、組織間における依存の程度を経
営資源の重要性に注目するかたちで説明をしている（8）。資源の重要性とは、重要度、即ちその組織が継続
的な運営と存続のためにその経営資源を必要としている程度である。そして、ある組織とその他の組織と
の取引における経営資源の取引量の総体的な大きさ、および、組織運営上欠くことのできない経営資源の
程度という要因によって決まり、相互依存の関係にある。経営資源の取引量は、総取引量に占める経営資
源の投入量、または、産出量の比率によって算出できると述べている。そして、経営資源の発注先数が単
一よりも複数に分散していると依存性は低くなると述べている。
もう一つの資源の重要性は、偶発的に生じた事象に対して、投入活動や産出活動を続ける際に求められ
る経営資源の程度である。算出は困難だが、例として、経費の比率として小さいが途絶えると困る電気な
どの光熱費、および、機械類の故障から復旧する際に求められる人員が挙げられる。そのうえで、経営資
源の供給が安定しているならば意識され難いが、経営環境の変化に伴い経営資源の供給が不安定さを増す
とともに、組織は影響を被り易くなる。また、ある事業連合に参加している組織にとって安定的な利益を
７　松下幸生［2019］, p.142. 注７より引用。
８　J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］， pp.46-47.に基づき記している。この文章以降の概要は、阿部隆夫教授（山形県立米沢女
子短期大学英語英文学科）に翻訳をして頂いている。そのうえで、筆者が当該領域に適したかたちに再編集をしている。
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期待できるならば協調的な行動を取り、そうでないならば、不安定な組織との取引を解消するか、不安定
な組織の抱えている課題の解消をつうじた安定化を図るかを選択するとの趣旨を述べている。
上記の要約を踏まえ、図表２（２章２節）の「資源の重要性」における対価を得難い、または、対価を
期待できる状態を説明する（9）。なお、松下幸生［2019］において記しているが、この論文における製品メ
ーカーの扱っているものとは、有形の製品を核にした無形のものの総体である旨、重ねて留意されたい。
発注側企業にとって製品メーカーに対する発注側企業の資源の重要性の低い状態ならば、製品メーカー
は対価を得難い。上述した内容に即して記すと、対価を得難い状態として、製品メーカーに対する発注側
企業の経営資源の総取引量が相対的に小さいとき、および、発注側企業にとって生産上、欠かせない経営
資源を保有している製品メーカーが複数存在しているときが挙げられる。加えて、障害発生時（偶発的に
生じた事象）に、解決手段を特定の製品メーカーに頼る必要がないとき製品メーカーは対価を得難い。自
然災害等、偶発的に生じた事象でも同様である。
他方、発注側企業にとって製品メーカーに対する資源の重要性の高い状態ならば、製品メーカーは対価
を期待できる。対価を期待できる状態として、製品メーカーに対する発注側企業の経営資源の取引量が相
対的に大きく、および、発注側企業にとって、生産上、欠かせない経営資源を保有している製品メーカー
が１社しか存在していない（見つけられない、または、取引できない）ときが挙げられる。加えて、障害
発生時に、解決手段を特定の製品メーカーに頼らざるをえないときも製品メーカーは対価を期待できる。
自然災害等の偶発的に生じた状況でも同様だが、それに加えて、発注側企業の講じているＢＣＰ（Business 
Continuity Plan; 事業継続計画）において重要な役割を担っているならば、同様に製品メーカーは対価を期
待できる。
なお、松下幸生［2019］では「外注取引関係にない注文生産」をしている製品メーカーを考察対象とし
ている。それゆえに松下［2019］を超えた記述となるが、本節におけるJ.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］
の要約に記している「事業連合」は、部分的に社会的分業と重複していると見なせよう。「外注取引関係
にある注文生産」をしている製品・部品メーカー（発注先企業）、または、発注側企業は、安定的な利益
を期待できるならば取引関係の維持・強化を志向する行動を選択し、そうでないならば、取引先企業との
取引を解消するか、自社の抱えている課題の解消をつうじた安定化を模索することを選択する（10）。また、
外注取引関係にない注文生産をしている製品メーカーと発注側企業との組織間において、発注側企業は製
品メーカーに対する資源の重要性の高い状態の続くことをリスクと捉えるだろう。
２節．資源配分と使用に関する裁量．
松下幸生［2019］では、「資源配分と使用に関する裁量」について、以下のとおり述べている（11）。
　「資源配分と使用に関する裁量」とは、資源の割り当てや使用を決定する能力である。資源を制御
する方法として、所有、アクセス、制御機構の構築がある。なお、「所有」については、物的な物と
知識・情報とで差異のあることに触れている。
J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］によると、資源配分と使用に関する裁量とは、資源の分配と利用の仕
方に関して自由な裁量権を持っている程度である。そして、社会における異なる構成団体が経営資源の分
９　実態的な例については、３章２節において記している。
10　この一文は、「下請中小企業の存立形態上の選択肢」における「下請中小企業と親企業とのつながりのあり方から、下請
中小企業の存立形態を見る視点」（渡辺幸男［1984］， pp.331－332.）、および、「依存関係の変化と求心力」（港徹雄［1990］，
pp.13－14.）を参考に記している。
11　松下幸生［2019］， p.142. 注７より引用。
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配・使用についてどの程度の裁量権を有するかで決まると述べている（12）。裁量権は権力の主な根源であり、
稀少なほど重要度を高めていく。また、様々な法規制と慣例に従う諸組織やステークホルダー間で濃密な
関係性を築いている環境下だと、裁量権は１つに収束せずに、共有される度合を高めると述べている。
経営資源を支配する基盤となるものは、４つに大別される。それぞれ、１）所有化という仕組み、２）
経営資源へのアクセス権、３）経営資源をどのように行使し誰が管理するのか、４）経営資源を所有・配
置・利用するための規則や細則の作成と強制（実効性を伴うルール作り）である。
１）所有化という仕組みとして、情報や知識、所有権が挙げられている。ここで記されている情報や知
識とは属人的なものであり、医師、弁護士、技術者・技能者のように、判断に大きな裁量権を有している。
所有権とは、「情報や知識」と異なり、社会的・政治的な概念に基づいており、かつ、上から強制できる
社会通念に基づいているという意味で間接的に大きな裁量権を有している。ただし、この裁量権は絶対的
なものではなく、社会システムにおける構成員の合意の有無に左右されている。
２）経営資源へのアクセス権として、職務上の地位に基づく権限が挙げられている。経営資源の適正な
配置をする際に、適正な配置を実行する人材は、職務上の地位に基づき権限を執行する。そのために、権
限の執行者は、経営資源を直接的に所有していないにも関わらず、その執行に影響力を与えられる。
３）経営資源をどのように行使し誰が管理するのかとは、経営資源を直接的に保有していないにも関わ
らず、職務規定に則りつつ、現場責任者で判断を下せることである。
４）経営資源を所有・配置・利用するための規則や細則の作成と強制（実効性を伴うルール作り）とは、
規則と細則を作り強制させられる能力自体が権力の根源であり、権力がまさに存在し集中することを決定
づけられるものである。また、経営資源の取引によって生じる依存関係の程度は、外部からの支配・管理
にも影響を与える。
前節と同様に、上記の要約を踏まえて図表２（１章２節）における対価を得難い、または、期待できる
状態を説明する。
発注側企業にとって製品メーカーに対する資源配分と使用に関する裁量の高い状態ならば、製品メーカ
ーは対価を得難い。上述した内容に即して記すと、対価を得難い状態として、２点挙げられる。１点目と
して、製品メーカーが発注側企業の所有している知識や情報を使い、直接的な資本関係の有無に関わらず
実態的に発注側企業の管理のもとで取引をしているときである。もしくは、製品メーカーが発注側企業に
所有権を握られたかたちで取引をしているときである。２点目として、発注側企業が規則、細則、明文化
されていない取引慣行を作り、製品メーカーに受容させているときである（13）。
他方、発注側企業にとって製品メーカーに対する資源配分と使用に関する裁量の低い状態ならば、製品
メーカーは対価を期待できる。上述した内容に即して記すと、対価を期待できる状態として、上述した文
章とは逆の説明になる。１点目として、製品メーカーが発注側企業の所有している知識や情報を使わずに、
製品メーカー自身の所有している知識や情報を使い取引をしているときである。もしくは、製品メーカー
が発注側企業に所有権を握られずに取引をしているときである。２点目として、製品メーカーが規則、細
則、明文化されていないかたちを含む取引慣行を作り、発注側企業に受容させているときである。
ところで、発注側企業の製品メーカー・部品メーカーに対する（組織間関係における）依存度の高低に
関わるものとして、上記の２）、３）、４）に留意するべきであろう。本論における興味の対象から外れる
が、部品メーカーを対象に（とりわけ、外注取引関係にある注文生産をしている部品メーカーの殆どを対
12　J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］， pp.47－50.に基づき記している。この文章以降の概要は、阿部隆夫教授（山形県立米沢
女子短期大学英語英文学科）に翻訳をして頂いている。
　そのうえで、筆者が当該領域に適したかたちに再編集をしている。
13　本論の趣旨から外れるが、下請取引の公正化、下請事業者の利益保護を目的とした下請法が存在しており、親企業の優越
的な地位の濫用を制限している。
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象に）、２）、および、３）について述べる。発注者は、発注側企業の購買部門と想定して説明をする。購
買部門は、その組織の上位部門から課された要件を満たすかたちで、より優れた取引を求めている。たと
えば、上位部門から課された目標（例えば、３年間で受注単価を２割低下させるという目標）を叶えるこ
とが求められている。購買部門の求められている目標を満たすからといって直ちに発注先企業を切り替え
ることはなく、試験による採否の判断や分散取引を志向するだろうが、購買部門における権限の執行者は、
部品メーカーの経営資源を直接的に所有していないにも関わらず、その執行に影響力、または、職務規定
の範囲内の権限を有している。また、４）についてだが、おおむね高度経済成長期から平成不況期におけ
る発注側企業と部品供給企業との取引関係の実態的な変化においてその一端を確認できる（14）。こうした
状態は、発注側企業の高い裁量に由来している事象といえよう。
他方、本論の興味の対象である、外注取引関係にない注文生産をしている中小の製品メーカーの裁量の
高い状態（発注側企業の裁量の低い状態）だと、発注側企業の購買担当者は、製品メーカーにおいて権限
を有している執行者の要求を受容する、または、製品メーカーの設けた規則、細則、明文化されていない
かたちを含む取引慣行を受容することとなる。たとえば、発注側企業と競合関係にある企業が、すでに、
製品メーカーの裁量の高い状態で取引をしているならば、その工程において競合企業よりも不利な状態に
あるとみなせる。この状態を解消するために、発注側企業の購買担当者は製品メーカーの設けた規則、細
則、明文化されていないかたちを含む取引慣行を受容し、上位部門から課された目標の達成等の対策を迫
られる。
本節（資源配分と使用に関する裁量）において注目するべき単語は、前述した資源配分と使用に関する
裁量の一部として説明されている「所有権」である。論点から逸れるが、中小製造業を対象にした先行研
究では、発注側企業の高い裁量と発注先企業（敢えて記すならば元請大企業と下請中小企業）との取引関
係に積極的に注目をしてきた（15）。この捉え方は当時の実態に即したものであり、「所有権」に注目する意
義は限られた範囲に留まっていたといえよう。くわえて、「所有権」を含む資源配分と使用に関する裁量
を発注先企業の有している状態は、その存在を認めつつも、学術的興味の中心から外れた例外的な存在だ
ったといえよう。しかしながら、本論において注目をしている研究対象たる一部の中小の製品メーカ （ー正
確には、外注取引関係にない中小の製品メーカー）は、外注取引関係にある製品・部品メーカーでもあり
ながら、事業展開をつうじて優位性を獲得している。それゆえに、先行研究、とりわけ下請制論における
事象や捉え方を強く意識しつつ、これらの中小の製品メーカーを包括的に再解釈する意義があると考える。
この再解釈の妥当性を検討することで、一定の貢献を期待できるのではないだろうか。
論点を戻すと、資源配分と使用に関する裁量の一部たる「所有権」という要素を意識することで、裁量
の範囲は一企業の製造に関わる工程のみに留まるのではなく、社会システムや組織間関係を含めた範囲を
対象にできる。換言すると、製品メーカーや部品メーカーが製造に関わる工程のみにおいて裁量の高低を
解釈するのではなく、儲ける仕組み、例えば、製品・部品を核にした知的財産権等使用料（16）で稼げる仕
組み作り、発注側企業からの依存性を高める仕組み作りを構築している様を以って組織間における裁量の
高低を計るという解釈が可能になる。「所有権」は、先述したとおり、「情報や知識」と異なり、社会的・
政治的な概念に基づいており、かつ、上から強制できる社会通念に基づいているという意味で間接的に大
きな裁量権を有している。この解釈が妥当ならば、新たな経営展開を図ろうとし始めた製品メーカーは、
14　この点は今後解釈するべき今後の課題だが、長期継続的取引を対象にした検討として、松下幸生［2004］を参照されたい。
15　この点は、戦中・戦後から高度経済成長期、そしてプラザ合意以降にかけての研究蓄積から説明できると考える。本論で
は考察対象から外れるために、示唆にとどめておく。
16　知的財産権等使用料は、産業財産権等使用料、著作権等使用料に大別されている。日本の著作権等使用料は赤字だが、産
業財産権使用料は黒字で拡大傾向を続けている。この点は、経済産業省製造産業局［2017］， p.14.に記されている。また、
知的財産権等使用料における「産業財産権等使用料」の位置づけをみると、商標権、意匠権、実用新案権、特許権から構
成されている。そして、これに関わる利益創出形態として、特許権使用料、ロイヤリティー、ライセンス供与がある。
山形県立米沢女子短期大学紀要　第55号
－ 100 －
より優れたＱＣＤ対応をし続けても、発注側企業からの依存度を高める仕組みづくりを伴っていなければ、
たとえ、知的財産権を活用しても発注側企業からの依存度は低い状態に留まるといえよう（17）。
以上、本節において述べたとおり、「資源配分と使用に関する裁量」は企業の製造に関わる工程のみに
留まらず、社会システムや組織間関係を含めた範囲を対象にしている。社会システムと組織間関係につい
ては、所有化、所有権、経営資源へのアクセス権、職務規定に則ったうえでの現場責任者の判断、規則と
細則を作り強制させられる能力と広範である（18）。
３節．資源管理の集中．
松下幸生［2019］では、「資源管理の集中」のことを限られた資源制御の所有者に他の組織が集中する
程度であると述べている（19）。
J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］によると、資源管理の集中とは、経営資源の代替の不可能さの程度、
即ちその組織によって経営資源が支配管理されている程度である。そして、経営資源の売り手と買い手の
比率ではなく、ある組織が複数の組織から同様の経営資源を確保できるのか否かによって決まると述べて
いる（20）。集中は多様なかたちで生じ、法律、同業者組合、機関を対象に説明をしている。
上記の要約を踏まえ、図表２における対価を得難い、または、期待できる状態を説明する。例えば、あ
る組織（発注側企業）が他の組織（製品・部品メーカー）から経営資源を調達している状態を想定する。
この場合、製品・部品メーカーにとって対価を得難い状態とは、発注側企業が代替組織（代替できる製品・
部品メーカー）を比較的容易に見つけられるときである。他方、対価を期待できる状態とは、（多くの）
発注側企業が特定の製品メーカーとの取引を望んでおり、代替組織を見つけられないときである。発注側
企業は、複数の製品・部品供給メーカーを確保するよう努めている。とはいえ、既存の製品・部品メーカ
ーに伍する調達先の存在しない状態ならば、資源管理の集中の程度を低くするために、いくつかの対策に
取り組むであろう。たとえば、既存の製品・部品メーカーの経営資源を所有する、既存の製品・部品メー
カーに伍する調達先の育成や支援、製法の変更、設計レベルの変更が考えられる。他方、既存の製品・部
品メーカーは現在のポジションから外されないための対策に取り組むであろう。
これらの実態は、通常（平常時に）公開されることはない。なぜならば、発注側企業にとって資源管理
の集中している状態は、発注側企業の顧客にとっても、製品・部品メーカーに対しても公開するべき情報
でないためである。
J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］における説明に戻ると、集中は立地条件、法律、同業者組合、機関な
ど多様なかたちで生じると述べている。本論における興味の対象に限定して述べると、発注側企業と製品
メーカー・部品メーカーの立地している国家における（規制強化や規制緩和といった）法律の変更が資源
管理の集中にいかなる影響をもたらすのか、素材の調達や業界団体としての活動をつうじて資源管理の集
中にいかなる影響をもたらすのかが想定できよう。これらに付け加えるならば、テクノロジーの高度化が
資源管理の集中にいかなる影響をもたらすのかも存在するだろう。こうした資源管理の集中の実態を知る
ためには、コスト構造、業界動向の把握、代替先を見つけ難い企業への注目が求められよう。
17　ここでは、「資源配分と使用に関する裁量」のみを対象に記している点に留意されたい。
18　製造業を対象にするならば、所有化として技能者・技術者の能力が、所有権として国ごとの法律が、経営資源へのアクセ
ス権、職務規定に則ったうえでの現場責任者の判断、規則と細則を作り強制させられる能力として発注側企業と部品供給
企業との取引関係に注目をした研究蓄積が想定できる。これら３点のそれぞれが取組むべき課題だが、とりわけ、３点目
を優先的に取組みたいと考えている。
19　松下幸生［2019］， p.142. 注７より引用。
20　J.Pfeffer and G.R.Salancik［1978］， pp.50－51.に基づき記している。この文章以降の概要は、阿部隆夫教授（山形県立米沢女
子短期大学英語英文学科）に翻訳をして頂いている。そのうえで、筆者が当該領域に適したかたちに再編集をしている。
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３章．製品メーカーにおける対価の獲得、および、発注側企業からの依存性．
１節．発注側企業の製品メーカーに対する依存性．
本章では、２章を踏まえて、資源の依存性を決定する３つの要因それぞれに注目し依存性の程度につい
て解釈を加えている。対象は、本論における興味の対象たる中小の製品メーカー（一部、中小の部品メー
カーを補足的に加筆）とそこに発注をしている企業との組織間関係である。
組織間（中小の製品メーカーと製品メーカーに発注をしている企業（発注側企業））の依存性は、２つ
の表にまとめられる（図表３－１、図表３－２参照）。
最初に、２つの図表に共通している特徴を述べる。共通している特徴は３点ある。
１点目の特徴は、中小の製品メーカーにおける優位性の獲得の程度を包括的に検討可能なこと（製造さ
れる有形の製品とそれを核にした無形のものを包括的に検討可能なこと）である。換言するならば、将来
的に優位性を得ようと模索をし始めた中小の製品メーカーにとって、経営資源を如何に組み合わせて利益
を最大化できるか否かを検討できるツールになり得ることである。たとえば、優れた有形の製品（または、
部品）の開発、試作を果たしても、「資源の重要性」、「資源管理の集中」にかかる要件を備えていないならば、
製品メーカーは発注側企業よりも劣位となり得る。また、「資源の重要性」や「資源管理の集中」にかか
る要件を備えていたとしても、「資源配分と使用に関する裁量」にかかる要件を備えていないならば、製
品メーカーは発注側企業よりも優位になれない可能性を有している。逆に、適切な要素を満たしているな
らば、製品メーカーは優位であり対価を期待できる。実態に近い書き方をすると、複数の工程における費
図表３－１．発注側企業の製品メーカーに対する依存性が高い状態．
対価を期待できる（依存性高）
資源の重要性
ⅰ）製品メーカーに対する発注側企業における経営資源の取引量が相対的に大きく、かつ、発注
側企業にとって、生産上、欠かせない経営資源を保有している製品メーカーが１社（または、
ごく僅か）しか存在していない。
ⅱ）障害発生時に、解決手段を特定の製品メーカーに頼らざるをえない。
資源配分と使用に
関する裁量
ⅲ）製品メーカーが発注側企業の所有している知識や情報を使わずに、製品メーカー自身の所有
している知識や情報を使い取引をしている。
ⅳ）製品メーカーが発注側企業に所有権を握られないかたちで取引をしている。
ⅴ）製品メーカーが規則、細則、明文化されていないかたちを含む取引慣行、または、契約文書
を作り、発注側企業に受容させている。
資源管理の集中
ⅵ）多くの発注側企業が特定の製品メーカーとの取引を望んでおり、代替組織（代替企業）を見
つけられない（育成できない）。
（出所）筆者作成．
図表３－２．発注側企業の製品メーカーに対する依存性が低い状態．
対価を期待できる（依存性低）
資源の重要性
ⅰ）製品メーカーに対する発注側企業における経営資源の取引量が相対的に小さく、かつ、発注
側企業にとって、生産上、欠かせない経営資源を保有している製品メーカーが複数社存在して
いる。
ⅱ）障害発生時に、解決手段を特定の製品メーカーに頼る必要がない。
資源配分と使用に
関する裁量
ⅲ）製品メーカーが発注側企業の所有している知識や情報を使い、直接的な資本関係の有無に関
わらず実態的に発注側企業の管理のもとで取引をしている。
ⅳ）製品メーカーが発注側企業になんらかの所有権を握られたかたちで取引をしている。
ⅴ）発注側企業が規則、細則、明文化されていない取引慣行、または、契約文書を作り、製品メ
ーカーに受容させている。
資源管理の集中 ⅵ）発注側企業は代替組織（代替企業）を比較的容易に見つけられる（育成可能である）。
（出所）筆者作成．
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用が発注側企業の認識している相場以下であり、課題の解消に寄与でき、試験も通過できるならば、対価
の獲得を仕組みづくりの段階から選択でき、そうでないならば、限られた工程で相場以下のものをいかに
製造するかにしのぎを削る（21）といえよう。
２点目の特徴は、「資源配分と使用に関する裁量」において、「所有権」に注目していることである。こ
こで解釈している「所有権」とは幅広く、部材の所有権、設計図やプログラム・データ等の所有権、生産
設備の所有権、知的財産権等使用料にかかる所有権を挙げられる（22）。そして、所有権を背景に、取引先
企業との関係性が優位か劣位かに位置づけられる。「所有権」は「資源配分と使用に関する裁量」の一要
素だが、法的な裏づけのあるものを対象にしている。それゆえに、法的な裏づけの無いものについては、「所
有権」を除く「資源配分と使用に関する裁量」に位置づけられる。例えば、明文化されていない実態的な
取引慣行、または、受注から製品製造にかかる工程を構築する裁量が該当する。それゆえに、幅広い項目
を対象にしているが、重要な点は依存性の高低に関わるのか否かの検討を目的にしていることである。
３点目の特徴は、ほとんどの中小製造業を対象に、資源依存論という理論的な視座から解釈を期待で
きることである。松下［2019］では、特定の中小の製品メーカーを対象にしているが、そうではない中
小の製品メーカーや部品メーカーへの適用も期待できると考えている（23）。ところで、理論的な解釈にあ
たって留意点が存在している。それは、異なる理論体系（とりわけ、下請制論）を混在させないよう努
めていることである。筆者の専門領域は中小企業論であり、とりわけ、加工組立型産業に位置づけられ
ている中小製造業に注目をしている。それゆえに、「「対等ならざる外注」取引関係」（渡辺幸男［1983］，
p.64.）、発注側企業の組織的統制に注目している「狭義の外注」（港徹雄［1985］，pp.41-44.、港徹雄［2011］，
pp.284-285.）、または、「独立型の中小企業」（吉田敬一［1997］，p.36.）に注目して論じたいとの意識はある。
また、資源依存論の見地から下請企業を解釈されている髙田亮爾氏［2003］の業績との整合性をとるか
たちで論じたいとの意識もある。しかしながら、まずは、「資源の依存性を決定する要因」（J.Pfeffer and 
G.R.Salancik［1978］，pp.46-51.）という基本的な理論を出発点に解釈をしている次第である。それゆえに、
中小企業研究において蓄積されてきた膨大な事象、および、取引関係の変遷を意識したかたちで理論的解
釈に努めている。また、「サプライヤー」（浅沼萬里［1984］）という言葉も現時点において使用は避けている。
なぜならば、現時点では特定の中小の製品メーカーを対象に論じているためである。こうした検討の結果、
「外注取引関係にない注文生産をしている中小の製品メーカー」（松下［2019］，p.134.）、「外注取引関係に
ある注文生産をしている中小の製品メーカー」（松下［2019］，p.134.）という用語を使用している次第で
ある（24）。
以上３点が、２つの図表（図表３－１、図表３－２）に共通している特徴である。
２節．発注側企業の製品メーカーに対する依存性が高い状態、および、低い状態．
図表３－１（発注側企業の製品メーカーに対する依存性が高い状態）、および、図表３－２（発注側企
業の製品メーカーに対する依存性が低い状態）の実態的な例を述べる（25）。
最初に、「資源の重要性」について述べる。「資源の重要性」として２点（ⅰ、ⅱ）記しているが、中小
の製品メーカーにとって、優位性の模索に最も役立つと考えられるのはⅱ）である。ⅰ）ではない理由と
して、製品メーカーに対する発注側企業における取引量の総体的に大きい状態、かつ、発注側企業にとって、
生産上、欠かせない経営資源を保有している製品メーカーが１社（または、ごく僅か）しか存在していな
21　松下幸生［2019］, p.132.に基づき記している。
22　この項目については、今後加筆する可能性がある。
23　この点は、拙論の次に取組む課題である。
24　本論脚注2参照。
25　ここで挙げる例の一部は、松下［2019］, pp.135-140.のケーススタディーに係る情報を含んでいる。
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いという条件を満たす中小の製品メーカーの少なさゆえである。原著の説明に準じて述べるならば、電力
が相当する。電力、それ自体の確保は比較的容易だが、通常、電力の確保手段を決めると、その手段をつ
うじた取引量は相対的に大きくなる。しかしながら、この類の経営資源の供給は、中小の製品メーカーに
とって有効な選択肢と言い難い。
ⅱ）は災害、事故、故障、インフラの寸断等、日常的な業務継続の困難な障害発生時に、発注側企業が
製品メーカーを頼らざるを得ない状態である。発注側企業は、概ね、こうした障害発生に備えて対策を講
じていると考えられる。しかしながら、あらゆる障害に社外の組織に依存せずに対処することは困難である。
たとえば、発注側企業の工場施設が地震（災害）により一部崩落し、油圧ジャッキによって持ち上げる作
業の生じた状況を想定する。この状態を解消するためには、油圧ジャッキを隙間にあてがい持ち上げれば
よいと思われるが、崩落状態に応じた作業環境を整えずに持ち上げると二次災害の発生する可能性がある。
軽微な被害で油圧ジャッキのみ調達することで対処できるならば社外の組織に頼る必要は乏しいが、それ
に付随したサービスを併せて提供している製品メーカーならば、発注側企業の依存性を高い状態にするこ
とが期待できよう。たしかに、油圧ジャッキのみ調達し、それ以外のサービスは別の企業を探索し依頼す
ることも可能である。しかし、油圧ジャッキの最大荷重や被害状況に適した形状等もあることから、早急
に対処しなければならない状況であるほど、別の企業を探索することは妥当な選択と言い難い。別の例と
して、生産設備の故障が生じた状況を想定する。故障発生時、発注側企業は契約内容、または、マニュア
ルを参照し、発注側企業の人員で修繕するか否かを判断するであろう。自前で修繕可能ならば、製品メー
カーに頼ることはない。しかし、そうでなければ、問題解決を製品メーカーに頼らざるを得ない。製品メ
ーカーは修繕に係る妥当なサービスを提供することで、製品メーカーからの依存性を高められる。ただし、
妥当な価格設定は質的なサービス内容、同業他所との競合の程度、発注側企業の設備導入目的に資する製
品の提供、市場規模、需要動向等によって変化するために、形成されている相場の影響を受けるだろう。
次に、「資源配分と使用に関する裁量」について述べる。「資源配分と使用に関する裁量」として３点 
（ⅲ、ⅳ、ⅴ）記しているが、本論の興味の対象たる中小の製品メーカーに限るならば、ⅴ、ⅳが重要である。
ただし、今後取組む予定の論文（「外注取引関係にある注文生産をしている」取引関係の適用）を視野に
入れると、３点のいずれもが重要である。
ⅲ）は発注側企業と製品メーカーとの間に直接的な資本関係の無い状態にも関わらず、実態的に発注側
企業の管理のもとで取引をしているケースである。とりわけ、戦後から高度経済成長期にかけて見受けら
れた事象で、主に部品メーカーを対象に、長期継続的取引の形成に係る先行研究の研究蓄積が豊富に存在
している。本論の趣旨に限って記すならば、発注側企業が中小の製品メーカーに対して、発注側企業の所
有している有益な知識や情報を提供している状態である。こうした状態にある取引関係ならば、発注側企
業の製品メーカーに対する依存性は低くなる（26）。逆に、発注側企業の所有している知識や情報を使うこと
なく、製品メーカーの所有している知識や情報を使っているならば、発注側企業の製品メーカーに対する
依存性は高くなる。ただし、現代の日本において、ⅲ）は依存性を高める要素とはなり難いであろう。な
ぜならば、発注側企業よりも優れた有形の製品と無形のものとの総体を、製品メーカー自身の所有してい
る知識や情報、または、発注側企業と関わりのない外部の知識や情報を活用して製造すること自体は、本
論の考察対象たる中小の製品メーカーにとって共通した取り組みだからである。その一方で、製品メーカ
ーにとって必要な知識や情報を発注側企業が所有しているならば、発注側企業の製品メーカーに対する依
存性は低下する。
ⅳ）は国家の法律で定められている所有権（または、所有権に相当するもの）の所在が、発注側企業、
または、製品メーカーのいずれかに存在していることを意味している。所有権の範囲は前節において述べ
26　この点についての解釈は、本論において言及せず、戦後以降における元請大企業と下請企業との取引関係の変遷におい
て改めて論じる。
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たとおり幅広く、部材の所有権、設計図やプログラム・データ等の所有権、生産設備の所有権、知的財産
権等使用料にかかる所有権である。
たとえば、「部材の所有権」については、製品メーカーからみて支給材なのか、自ら調達するのか、自
ら製造するのかに大別される。これについては、自らしかるべき素材を製造していないならば、または、
自ら調達する素材を寡占的に調達していないならば高い依存性は期待し難いといえよう。「設計図やデー
タの所有権」については、文字通り、完成した設計図やデータの所有権が発注側企業、製品メーカーのい
ずれに属するのかを意味している。部品メーカーを対象にした内容だが、「貸与図メーカー」（浅沼萬里
［1984］，p.150.）ならば、製造サービスのみを提供しているゆえに発注側企業が有しているとみなせよう。
インターネットの普及する前は、最小限の要件と手書きの完成イメージ図を渡され、それを設計図に起こ
して承認を得る手法も存在していたが、これは「承認図メーカー」（浅沼萬里［1984］，p.150.）といえる（27）。
加えて、ノウハウの含まれている設計図面やプログラム・データの海外流出問題がある。作成者が発注先
企業であるにも関わらず所有権を主張し難い状況、または、無償提供によって発注側企業も所有者になる
状態が生じている（28）。本来ならばⅳ）と捉えるべき問題だが、ケースによってはⅴ）に変容していると
みなせよう。「生産設備の所有権」についてだが、生産設備の所有権の所在を意味しているゆえに、所有
権は原則的に製品メーカーにある（29）。
ⅳ）の最後として、「知的財産権等使用料にかかる所有権」について述べる。脚注16において記したと
おり、知的財産権等使用料は、産業財産権等使用料、著作権等使用料に大別されている。そして、産業財
産権等使用料は商標権、意匠権、実用新案権、特許権から構成されており、利益創出形態として特許権使
用料、ロイヤリティー、ライセンス供与がある。平易な表現をするならば、知的財産戦略を実行するメリ
ットは、独自の成果について漏れのない的確な権利を取得できること、知財を武器にして市場の維持、拡
大を期待できること、知財の多様な活用をつうじて更なる収益の拡大を期待できること、他社からの攻撃
に対して盤石な対応を講じられることである（30）。また、知的財産戦略を取らないデメリットは、世の中
の知的財産情報を掴めず益にならない開発投資の生じること、独自技術の権利化の機会を逸すること、他
社からの侵害を防衛できず市場からの撤退や倒産に至ることである（31）。国の知的財産に対する位置づけ
は2002年度の知的財産基本法の成立を以って定められたが、（地域の）中小企業を対象とした特許に係る
制度は、1984年度における出願適正化等指導事業を端緒に（32）、早期審査制度、特許関係料金軽減措置制度、
中小企業等特許先行技術調査支援事業、地域中小企業知財戦略支援事業として創設されてきた（33）。その
過程で、2000年７月以降、早期審査制度の拡充によって中小企業や大学、公的研究機関等からの出願を早
期審査の対象に加えるとともに、早期審査の申請手続きが大幅に簡素化された（34）。中小企業における知
的財産の活用実態にかかる報告書（35）に基づいて記すと、知的財産権を所有する中小企業の売上高営業利
益率について、所有しない企業と比較して大きい利益率との結果が表れている（36）。また、同じ報告書に
27　2001年のヒアリング調査に基づき記している。
28　堀信夫［2002］を参考に記している。
29　この点については、「外注取引関係にある注文生産をしている企業」を対象にした社会的分業構造の形成過程を踏まえた
説明を要する。この点は次に取組むべき課題である。
30　東京都知的財産構造センター［2019］， pp.4－5.に基づき記している。
31　東京都知的財産構造センター［2019］， pp.5－6.に基づき記している。
32　中小企業庁編［2007］， pp.302－303.に基づき記している。
33　特許庁［2010a］， p.426.を参考に記している。
34　特許庁［2010b］， pp.284－285.を参考に記している。
35　特許庁請負事業の三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社［2019］を参照。
36　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社［2019］， p.64.に基づき記している。なお、この調査は、2015年、2016年、
2017年における「知的財産活動調査」、「中小企業実態基本調査」、「企業活動基本調査」、「中小企業産業財産権関係統計
データ」に基づき、クロス集計や時系列比較をつうじて分析をしている。
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おける、出願実績のある中小企業の知的財産活動実態アンケート調査によると、知的財産権を保有する効
果として他社の参入を防ぎ、市場を確保する効果、および、模倣品や類似品を排除する効果が得られてい
る。また、模倣被害を受けた企業の割合は2013年度調査の18.7%から2018年度調査の30.7%に増加している。
知的財産権の活動に取組むに際しての課題として、人材不足、情報・知識不足、時間不足と多くの課題を
抱えている（37）。
このように、法的な根拠を伴うかたちで所有権を確保することは、他社の参入を防ぎ、市場の獲得、模
倣品や類似品の排除を期待できる。それゆえに、知的財産権の重要性は広く認識されているものの、多く
の経営資源を知的財産権関係に割くことから依然として取組み難い課題となっている。また、「知的財産
権等使用料にかかる所有権」を単に保有していることを以って、発注側企業から中小の製品メーカーに対
する優位性を獲得できるとは限らない。たとえば、「平成25年度中小企業等知財支援施策検討分析事業（中
小企業の知的財産活動に関する基本調査）報告書」（株式会社帝国データバンク［2014］）の下請企業と非
下請企業との比較を概観すると、売上高傾向、経常利益傾向、知的財産活動の目的については、殆ど差異
の無い結果となっている（38）。それゆえに、下請か否かという分類よりも発注側企業からの依存性の程度
という観点から「知的財産権等使用料にかかる所有権」を一つの要素として捉える視座が存在する。
以上の整理を踏まえると、特許権使用料、ロイヤリティー、ライセンス供与を発注側企業から獲得でき
る仕組みを構築しており、かつ、発注側企業が製品メーカーの所有権を侵せない状態で取引をするならば、
製品メーカーに対する発注側企業の依存性は高いといえる。依存性の低い場合はこの逆の表現となるが、
前述したプログラムの海外等への流出問題のようにⅳ）の問題をⅴ）に変容させるなど、発注側企業の依
存性の高い状態を低下させる対策を模索する可能性がある。
ⅴ）は発注側企業、または、製品メーカーのいずれかが規則、細則、明文化されていないかたちを含む
取引慣行、契約の締結を受容していることである。たとえば、発注側企業の使用しているＥＤＩを導入し
なければ入札自体できない状態に移行すること（39）、発注側企業の設けた納品ルールを順守すること、ま
たは、優越的地位の濫用行為を疑われる事象が近年の例として挙げられる。後者の例を公正取引委員会の
資料、「製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態調査報告書」
に基づき記すと、片務的なＮＤＡ、ノウハウの開示強要、技術指導等の強要、知財の無償譲渡等が記され
ている。優越的地位の濫用や下請法違反と認められるか否かは公正取引委員会の取り組みを引き続き待つ
ことになるが、優越的地位にある企業は発注金額に含まれているとの見解を以って、または、契約時に明
文化していることを以って合法だと主張するだろう。これらの内容に留まらず、取引慣行や契約について
は、とりわけ、高度経済成長期から現在に至る過程で変化し続けていることが指摘されている（40）。
最後に、「資源管理の集中」について述べる。「資源管理の集中」として１点（ⅵ）記しているが、ⅵ）
は高度経済成長期から現在まで注目され続けている要素である。
ⅵ）は発注側企業が代替組織（代替企業）を比較的容易に見つけられる（育成可能な）程度を意味している。
発注側企業が１社の発注先企業（中小の製品メーカー）とのみ取引をしている（複数社に分散できない）
ならば、発注先企業に対する依存性は原則的に高い状態にある（41）。逆に、発注側企業にとって発注先企
37　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社［2019］， pp.199-200.に基づき記している。また、アンケートの送付先
企業は過去３年間に産業財産権（特許、実用新案、意匠、商標）を出願した企業。対象企業数は10,000社。調査実施期間
は2018年9月、有効回答率20.31%となっている（p.65.）。
38　株式会社帝国データバンク［2014］， pp.24-26.参照。なお、顕著な差異の見受けられない箇所に注視し、差異の見受けら
れることを期待した分類が、「外注取引関係にない注文生産をしている企業」、「外注取引関係にある注文生産をしている
企業」という用語に繋がっている。この点については、松下［2019］， pp.134-135.を参照されたい。
39　2001年に実施したヒアリング調査における情報に基づき記している。
40　こうした変化を広い視野で論じている代表的な資料のひとつとして、港徹雄氏の資料が挙げられる。詳細は「資源依存の
変遷とパワー」（港徹雄［2011］， p.335.）、「信頼蓄積の変遷と取引統御」（港徹雄［2011］， p.339.）に係る内容を参照されたい。
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業を１社以上見つけられるならば、依存性は低い状態にある。発注先企業はこの１社に留まることを志向
するものの、発注側企業は１社のみとなっている発注先業を複数社に分散すること、または、内製化する
ことを志向する。換言するならば、「外注取引関係にない注文生産」（42）をしている発注先企業を複数社に
する、「外注取引関係にある注文生産」（43）への移行を志向する、または、内製化を志向する。発注先企業
を複数社に分散し難いならば、危機管理対策の一環として、稼働の止まった工場から離れた地域等でいち
早く製造ラインを稼働できる仕組みの構築を求めたり、支援を打診したりするであろう。たとえば、東日
本大震災後に顕在化した「ダイヤモンド構造」（経済産業省経済産業政策局産業再生課［2011］，p.15.）の
下方頂点に位置していた企業の被災にともなって生じたサプライチェーンの機能不全に対する反省から、
ＢＣＰの一環として発注先企業を複数社（複数箇所）にする対策を講じている（44）。この捉え方から解釈
できることとして、製品メーカーが代替困難な優れた製品製造（有形の製品製造）をすることのみで発注
側企業からの依存性を高め続けられるとは限らない点を挙げられよう。依存性を高められたとしても、発
注側企業はその依存性を低くすることを模索し続けるためである。そのために、製品メーカーは「有形の
製品を核にした無形のもの」を対象に、高い依存性を享受できる期間を延長する仕組み作りを模索するこ
ととなる。
他方、発注側企業が複数の発注先企業（中小の製品メーカー）と取引をしているならば、発注先企業に
対する依存性は低い状態にある。この状態とは、「外注取引関係にある注文生産」をしている複数の発注
先企業の存在している状態、または、「外注取引関係にない注文生産」をしている複数の発注先企業同士を
競わせられる状態である。とりわけ、前者を端的に述べるならば、「対等ならざる関係」（渡辺幸男［1984］，
p.336.）にある複数の発注先企業同士を競わせることをつうじて、発注側企業（巨大企業や大企業）と直 
接的・間接的に「従属的下請取引関係」、「「自立」的下請取引関係」、「浮動的下請取引関係」を形成する、
または、発注側企業（下請企業）と「対等な取引関係」を形成することである（45）。加えて、依存性の低
い状態ならば、発注側企業の抱えている課題や目標達成に資する努力を発注先企業に対して一層求めるこ
とになるだろう。
まとめと今後の課題．
本項目では、実学的貢献と学術的貢献を述べるとともに（46）、今後の課題を述べる。
最初に、実学的貢献を述べる。３章で述べたとおり、発注側企業の発注先企業（製品メーカー）に対す
る依存性の高い状態、および、低い状態とはいかなる状態かを説明した。ここで挙げた６点は、本論の目
的たる「特定の中小の製品メーカーが新たな経営展開を図る際に、顧客（発注側企業）の依存性をいかな
るかたちで高めるか」についての要素である（図表３－１、図表３－２参照）。これらの要素を俯瞰すると、
１つの要素を追求するのみでは、必ずしも依存性を高められると言い難いことを特徴として述べている。
たとえば、資源管理の集中（ⅵ）は高度経済成長期から近年に至るまで注目され続けてきた要素である。
41　この一文において、「原則的に」と記している。原則から外れた状態とは、主に高度経済成長期において、発注側企業が
発注先企業に対して「外注取引関係にある注文生産」をしているにも関わらず、１社のみと取引をし続けている状態である。
42　脚注２参照。
43　脚注３参照。
44　本論の趣旨とは異なるが、東日本大震災発生直前から操業再開に至る経過については、松下［2014］， pp.66－95.を参照
されたい。ダイヤモンド構造の下方頂点に位置していた企業の被災に伴い、発注側企業は代替調達先を探索したが見つ
からず、最終製品の製造をできなくなったという事態が発生している。経済産業省経済産業政策局産業再生課［2011］， 
p.15.参照。
45　この文章は、「日本の機械工業の下請関係概念図」（渡辺幸男［1984］， p.340.）を踏まえて記している。また、それぞれの「下
請取引関係」に係る説明は渡辺幸男［1997］， p.122.を参照されたい。なお、この点については厚い研究蓄積があるために、
詳細は「外注取引関係にある注文生産」をしている企業に絞り込んだ論文において述べる予定である。
46　この項目において記す内容は、学術的貢献における今後の課題を除いて、松下［2019］， p.141.と同じ趣旨である。
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高度経済成長期を念頭に、脚注45）の後半の文章を一部先取りして述べるならば、下請企業における潜在
的退出能力を与えること（条件１）、および、その退出能力を現実のものとすること（条件２）をつうじて、
より有利な取引条件を親企業から獲得できるとの指摘（47）に集約されるであろう。発注側企業（前文に拠
るならば親企業）の発注先企業（前文に拠るならば下請企業）に対する依存性は、発注先企業における退
出能力の獲得、かつ、発注側企業同士を競わせられる状態の実現を果たさない限り、依存性の低さの程度
を模索するに留まり、依存性を高くできる状態に転じるとは言い難い。また、準直接的競争企業における
競争の軸として、品質、納期、価格、柔軟な対応能力を挙げられるが（48）、これらのうち、「柔軟な対応能力」
については、「資源配分と使用に関する裁量」のⅴ）が該当するであろう。別の視点として、知的財産権
等については、なんらかの特許を獲得（ⅳ）しても、他の要素（ⅰ、ⅱ、ⅲ、ⅴ、ⅵのいずれか、または、
全て）が低い状態ならば、発注側企業からの依存性を高め難いといえよう（49）。
以上の解釈から、発注側企業からの依存性を高められそうか否かは、資源の依存性３つの要因（資源の
重要性、資源配分と使用に関する裁量、資源管理の集中にかかるⅰ～ⅵの要素（50））によって、将来的な
利益の獲得を検討できるツールになり得ると考えている。
最後に、学術的貢献と今後の課題を述べる。学術的貢献として、「外注取引関係にない注文生産」を
している中小の製品メーカーにおける優位性の獲得は、「資源の依存性を決定する要因」（J.Pfeffer and 
G.R.Salancik［1978］，pp-46-51.）を拠りどころに解釈可能だと明らかにしたことである。松下［2019］に
加筆した点は、戦後から近年に至る元請企業と下請企業との取引関係の変遷にかかる研究蓄積を意識しつ
つ、「外注取引関係にある注文生産」をしている中小製造業（発注先企業）と発注側企業との組織間にお
ける要因の変遷は、「資源の依存性を決定する要因」の観点から解釈可能ではないかと示唆したことである。
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